
秘密保持契約書

株式会社ワコム（以下「甲」という）と●●●●●株式会社（以下「乙」という）は、第1条第1項に規定する本目的の遂行のために甲乙間で開示又は提供される情報の取扱いについて、以下のとおり合意し、この契約（以下「本契約」という）を締結する。

第1条 （定義）
1. 本契約において「本目的」とは、
(i) 秘密情報において特定される甲製品の設計、開発、又は製造に関する可能性検討
(ii) 相手方の技術又は製品を、自己の技術又は製品とともに使用する又はそれに組み込むための可能性検討、及び
(iii) 開示された秘密情報にて想定される甲乙間の協業の可能性検討
とする。ただし、いかなる場合も、甲により開示された秘密情報を、甲の製品と競合する製品の設計、開発又は製造、その他甲のビジネスに競合する可能性のある目的で使用してはならない。
2. 本契約において「秘密情報」とは、以下の各号をいう。甲の子会社により乙に開示されたものも、本契約において甲により乙に開示された「秘密情報」とみなす。
(1) 甲又は乙が、相手方に対し、秘密である旨を表示して開示又は提供した全ての情報（技術情報、設計情報、営業情報、価格情報を含むがそれに限定されず、書面、ハードウェア、ソフトウェア、サンプル、仕様書、試作品、デザインスケッチ、図面、電子データ等、いかなる形式によるものも含まれる）
(2) 甲又は乙が、相手方に対し、秘密である旨を明示して、口頭、デモンストレーション、ホワイトボード、映像等無形の状態で開示した情報であり、かつ開示後30日以内にその概要及びそれが秘密である旨につき書面で通知がなされたもの
3. 前項にかかわらず、以下の各号のいずれかに該当する情報は秘密情報には含まれないものとする。
(1) 開示された時点で公知となっていたもの
(2) 開示された時点で既に保有していた、又は知っていたもの
(3) 開示された後に自己の責任によらないで、公知となったもの
(4) 開示又は利用の制限なくして、適法に取得したもの
(5) 開示された後、秘密情報に接触していない自己の役員、従業員により独自に開発されたことが証明できるもの

第2条 （秘密保持義務）
1. 甲及び乙は、秘密情報を、厳に秘密として保持し、第三者に開示又は漏洩せず、本目的以外に使用せず、善良な管理者の注意をもって管理する義務を負う。
2. 甲及び乙は、秘密情報を、本目的遂行のために知る必要のある自己の役員、従業員、コンサルタント、公認会計士及び弁護士のみに開示し、本目的遂行のためにのみ使用するよう管理する。
3. 甲及び乙は、秘密情報を、第三者に開示する必要がある場合、相手方からの書面による事前承諾を得るものとする。ただし、甲は、本条第４項の制約に従い、乙の事前の承諾を得ることなく、本目的遂行に必要な範囲で、その子会社に秘密情報を開示することができる。
4. 甲又は乙が、前項にもとづき、第三者に秘密情報を開示するときは、当該第三者に対して、本契約で課された秘密保持義務と同等以上の義務を課すものとし、その履行につき相手方に対し一切の責任を負うものとする。

第3条 （法令に基づく開示命令の場合の特例）
1. 甲又は乙は、司法機関又は行政機関から法令に基づき秘密情報につき開示を命じられた場合、次の各号の措置を講じることを条件に、当該司法機関又は行政機関に対してのみ当該秘密情報を開示することができる。
(1) 開示する内容をあらかじめ相手方に通知すること
(2) 適法に開示を命じられた部分に限り、最小限の範囲で開示すること
(3) 開示に際して、当該秘密情報が秘密である旨を書面により明らかにすること
2. 甲及び乙は、前項により司法機関又は行政機関に対し秘密情報の開示を行う場合であっても、本契約に従い当該秘密情報の秘密保持義務を遵守するものとする。

第4条 （複製等の禁止・返還）
1. 甲及び乙は、本目的の遂行に必要な範囲に限られた場合を除き、秘密情報の一部又は全部を複写・複製してはならないものとする。
2. 甲及び乙は、相手方からの書面による事前承諾なく、秘密情報の一部又は全部について分析、分解又はリバースエンジニアリングその他の解析、改造を行ってはならないものとする。
3. 甲及び乙は、本契約終了後、又は本目的の遂行が中止、中断されたとき、あるいは開示した当事者の請求があったときは、直ちに秘密情報をその複写・複製物とともに返還し、又は、相手方の事前承諾を得て破棄するものとする。

第5条 （権利帰属等）
1. その複写・複製物も含めて秘密情報の所有権、知的財産権、その他一切の権利は開示した当事者に帰属する。
2. 本目的のために使用する場合を除き、秘密情報に関する著作権その他の全ての知的財産権及びノウハウ等いかなる権利についても、相手方に対して譲渡、許諾、貸与されるものではない。
3. 本目的の遂行の過程で、秘密情報を利用し又はこれに基づいて、発明、考案等をなした場合は、速やかにその内容を相手方に通知の上、その出願、公表の可否、権利の帰属等につき、甲乙間で別途協議の上、決定する。

第6条 （期間）
秘密情報に関する本契約の義務は、当該秘密情報の開示日から5年間存続する。　　　　

第7条 （不拘束）
1. 甲及び乙は、自己の裁量による秘密情報の開示以外に、相手方への情報開示義務を負うものではない。
2. 甲及び乙は、本契約により、自らが又は第三者との間で開発し、製造し、販売し、購入する等が制限されることはなく、相手方の製品又はサービスを利用する等の義務を課されるものではない。

第8条 （有事対応・協議・合意管轄）
1. 甲又は乙は、秘密情報の漏洩、紛失、破損等が発生し又はそれらのおそれがあったときは、速やかに相手方に報告し、自己の費用と責任により、回収等の処置を行うものとする。
2. 本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じたときは、甲乙誠意をもって協議し、友好的にその解決を図るものとする。
3. 前項の協議によっても解決に至らず、訴訟によって解決する場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

本契約締結の証として本書2通を作成し、甲乙それぞれ記名捺印の上、各1通を保有する。これに代えて、本契約を電磁的に締結する場合には、本書の電磁的記録を作成し、甲乙それぞれ電子署名を施し、その電磁的記録を保管する。

20xx年　　月　　日

	甲
埼玉県加須市豊野台二丁目510番地1
株式会社ワコム
[役職]
[氏名]
	乙
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[役職]
[氏名]
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